
○山武市地域資源活用事業補助金交付要綱 

平成24年６月１日告示第80号 

改正 

平成27年４月１日告示第88号 

平成28年４月１日告示第90号 

山武市地域資源活用事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内の農林漁業者及び商工業者が山武市の優れた資源（農林水産物、

鉱工業品、鉱工業品の生産に係る技術、観光資源等。以下、「地域資源」という。）を

通じて本市の魅力を発信するとともに、農林水産業の振興及び地域経済の活性化を図る

ことを目的として、地域資源を活用した産品等を開発し、又は生産加工施設、機械、販

売施設等を整備する場合に要する経費に対し、予算の範囲において補助金を交付するこ

とについて、山武市補助金等交付規則（平成18年山武市規則第53号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号のいずれかに該当し、市税を完納しているものとする。 

(１) 市内に住所を有する個人 

(２) 市内に事業所を有する法人その他の団体 

(３) 前２号に掲げる個人又は法人その他の団体のいずれか２者以上で構成するグルー

プ 

（対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「対象事業」という。）の種類内容、補助

対象経費、補助率及び補助限度額は、別表に掲げるとおりとする。 

（事業計画の認定申請） 

第４条 前条に規定する事業を行おうとする者は、あらかじめ市長の認定を受けるため、

山武市地域資源活用事業計画認定申請書（別記第１号様式）を提出しなければならない。 

（事業計画の認定） 

第５条 市長は前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、認定の可否を

決定のうえ、山武市地域資源活用事業計画認定（不認定）書（別記第２号様式）により

当該申請者に通知するものとする。 

２ 一の補助対象者が前項の承認を受けることができる回数の範囲は、別表に掲げる回数

を限度とする。 

３ 補助対象者は、同一の対象事業について、市の他の補助金の交付を併せて受けること



はできない。 

第６条 削除 

（交付の申請） 

第７条 規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、山武市地域資

源活用事業補助金交付申請書（別記第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の申請を受け、審査し、適正と認めたときは、補助金交付の決定を

行い、速やかに山武市地域資源活用事業補助金交付決定通知書（別記第４号様式）によ

り当該申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第９条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(１) 補助事業の内容を変更し、又は補助事業に要する経費の配分の変更（市長が定め

る軽微な変更を除く。）をするときは、市長の承認を受けること。 

(２) 補助事業を中止し、又は廃止するときは、市長の承認を受けること。 

(３) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったと

きは、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

（承認の手続） 

第10条 前条第１号の規定により、市長の承認を受けようとするときは、山武市地域資源

活用事業計画変更承認申請書（別記第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前条第２号及び第３号の規定により承認又は指示を受けようとするときは、内容及び

理由を記載した書面を市長に提出しなければならない。 

（事業変更の承認） 

第11条 市長は、前条第１項の規定により申請があったときは、これを審査し、当該事業

の変更を承認したときは、山武市地域資源活用事業変更承認通知書（別記第６号様式）

により当該申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第12条 規則第13条の規定により、実績報告をしようとするときは、事業の完了の日から

起算して30日以内又は補助金の交付の決定に係る年度の終了の日のいずれか早い時期ま

でに、山武市地域資源活用事業実績報告書（別記第７号様式）を市長に提出しなければ

ならない。 

（交付の確定） 

第13条 規則第15条の規定により、補助金の交付を確定したときは、山武市地域資源活用

事業補助金交付確定通知書（別記第８号様式）により通知するものとする。 

（交付の請求） 



第14条 規則第16条の規定により、補助金の交付の請求をしようとするときには、山武市

地域資源活用事業補助金交付請求書（別記第９号様式）を市長に提出しなければならな

い。 

（概算払の請求） 

第15条 規則第17条の規定により、概算払により補助金の交付を受けようとするときは、

山武市地域資源活用事業補助金概算払請求書（別記第10号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

（成果の公開） 

第16条 市長は、第12条の規定に基づく報告書の提出があった補助事業の成果について、

市長が必要と認める方法により公開することができる。 

（補則） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、平成24年６月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日告示第88号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行し、平成27年度分の予算に係る補助金から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例

による。 

附 則（平成28年４月１日告示第70号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行し、平成28年度分の予算に係る補助金から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例

による。 
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別記 

第１号様式（第４条関係） 

 

  



第２号様式（第５条関係） 

 

  



第３号様式（第７条関係） 

 

 



 

  



第４号様式（第８条関係） 

 

  



第５号様式（第10条関係） 

 

  



第６号様式（第11条関係） 

 

  



第７号様式（第12条関係） 

 

 



 

第８号様式（第13条関係） 

 

  



第９号様式（第14条関係） 

 

第10号様式（第15条関係） 

 

 


